
 

 

2026 年度事業計画 

1 はじめに 

情報通信分野における標準化のテーマは、通信の構成要素間の相互接続性や相互運⽤性
を確保し、多様な情報通信サービスを効率的かつ安全で安定的に提供するためのルールを
作ることにある。その成果は世界中の⼈々をつなぎ、情報伝達⼿段の発展を⽀えてきた。 
現在でも、情報通信技術（ICT: Information and Communication Technology）を通じて⼈々
がつながりあい、様々な産業が ICT を前提として経済活動を展開している。近年では、  
これに加え、企業の国際標準化活動への参加⽬的が、個々の技術の標準策定に留まらず、 
新たな市場開拓や付加価値創造等にまで広がっており、国際標準の議論の場が分野横断的
なプラットフォームに位置づけられるようになっている。そして、国際標準化の活動もまた、
技術標準の策定から、評価指標の策定や新規課題の開拓、途上国への技術提供、標準化を 
通じた社会課題解決といった様々な分野へと拡⼤しており、ビジネスや社会の仕組みづく
りに⼤きな影響を及ぼすようになっている。 

⼀般社団法⼈情報通信技術委員会（TTC: The Telecommunication Technology Committee）
は、⽇本における情報通信分野の標準化機関（SDO: Standard Development Organization）
としてこのような状況に対応するため、国際競争上の重要技術分野や新興技術分野におけ
る国内外の研究開発・国際標準化の動向・進展等を踏まえた標準化活動を推進する。 

特に、激化する国際競争等を背景に、オール光ネットワーク・⾮地上系ネットワーク
（NTN）・AI・量⼦等の先端技術開発と標準化活動を⼀体的かつ強⼒に進めることが重要と
なっている Beyond 5G(6G)や、情報通信処理基盤の低消費電⼒、低遅延、⼤容量・⾼品質
の実現をめざす IOWN（Innovative Optical and Wireless Network） Global Forum での  
光ネットワークを含めた次世代の情報通信基盤の国際接続性の担保や世界展開を、ITU-T
での標準化等を通じて⽀援する。また、次世代の情報通信基盤の実現に向け、新興技術に 
対する標準化活動を加速するため、５−10 年後を⾒据えた TTC の標準化活動のロード  
マップを策定する。複数の専⾨委員会や分野を跨る標準化テーマについては、専⾨委員会や
関連団体での横断的な連携を可能にする体制を整える。 

TTC は、WTSA-24 で採択された AI、次世代の標準化活動者の育成等に関する新たな  
決議についても ITU-T の国内審議機関として引き続き対応するほか、国際標準化機関等の
活動への貢献、国内外の標準化機関等との連携を推進する。 

また、ICT を活⽤したグリーントランスフォーメーション（GX）の推進、強靭性（レジ
リエンス）やサイバーセキュリティの確保、アクセシビリティの向上、標準化格差解消、  
ジェンダー格差解消や多様性の確保等の社会課題解決に、従来の取り組みを更に強化して
取り組む。国際標準化の推進と持続可能な開発⽬標（SDGs: Sustainable Development Goals）
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の達成に向けた活動を統合させ、社会課題解決に向けたデジタル化の推進に貢献する。ICT
を利活⽤する分野だけでなく、その⽤途が多様化していることを踏まえ、ICT 以外の技術 
分野や産業との連携も含め、横断的取り組みを強化する。 

近年、⽇本の標準化活動においては活動者の固定化や減少が⾒られ、これが⽇本の情報 
通信産業の発展機会の損失となり得ることが懸念されており、標準化活動に関わる⼈材の
育成も重要な課題となっている。政府の標準化⼈材育成に関する戦略をふまえ、産学官の 
連携のもと、産業界のニーズ、⼤学や SDO における教育の実態、標準化活動者に必要な  
スキルやキャリア形成を整合させた効果的で持続可能な⼈材育成の仕組みを築いていく。
今年度は企業や教育機関における標準化⼈材育成基盤の構築を推進すると共に、教育プロ
グラムの作成と教育を推進することで次世代標準化⼈材の育成に取り組む。 

 
 

2 戦略的な標準化活動の推進 

2.1 重要な標準化テーマへの対応及び新たな標準化テーマの発掘 

2.1.1 次世代の情報通信基盤への対応 

2030 年代に期待される、誰もが活躍でき、持続的に成⻑し、安⼼して活動できる社会の
実現に向け、その社会基盤となる Beyond5G(6G)等の将来網の在り⽅や課題、要件の分析
を⾏う。Beyond5G(6G)の早期かつ円滑な実現と将来にわたる安全かつ安定的な活⽤をめざ
すとともに、Beyond5G(6G)における⽇本の国際競争⼒を確保するため、光ネットワークの
⾼性能化、⼈⼯知能（AI： Artificial Intelligence）技術等を活かした⾃律型ネットワーク、
セキュリティ、省電⼒等のグリーン化等に関する議論を深め、国際標準化活動へ反映する。
また、IOWN Global Forum 等の光ネットワークの実装・標準化を推進する活動の国際的な
展開等を⽀援する。 

また、オール光ネットワーク・NTN・AI・量⼦等の新興技術を積極的に活⽤することに
よる低遅延・⾼信頼・低消費電⼒な次世代の情報通信基盤の実現に向け、これら新興技術に
関する標準化活動を加速するため、5−10 年後を⾒据えた標準化ロードマップを策定する。 

 

2.1.2 新興技術・産業ニーズに応じた新たな活動の推進 

ITU-T のフォーカスグループ（FG: Focus Group）における議論、国内外の SDO や各種
フォーラム等の動き等の把握を通じて、新興技術分野の標準化に関する動向や産業界の 
ニーズ等を⾒極め、TTC として優先的に注⼒すべき対象を特定した上で、これらに関する
新たな標準化活動を広範な利害関係者の参加を呼び掛けて推進する。 
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複数の専⾨委員会等が注視するテーマについて、情報共有および意⾒交換機会を企画
戦略委員会が中⼼となって設定し、注⼒分野の特定と連携を通じた効率的な活動を推進
する。国内外で議論が活発化している AI については、各専⾨委員会からのヒアリングの
結果を踏まえ、TTC として横断的に議論し、戦略的な取り組みを推進する。

また、研究開発から社会実装へと進みつつある量⼦情報通信技術の実⽤化における国際
競争⼒確保の重要性を踏まえ、量⼦フォーラムや Q-STAR 等と連携し、⽇本が主導する
量⼦鍵配送技術の国際標準化をはじめ、量⼦情報通信技術分野における研究開発・社会実装
の進展に応じた活動に継続して取り組む。

ICT を活⽤した宇宙利⽤のイノベーション（宇宙×ICT）、農業・環境・医療分野での AI
や IoT の活⽤、メタバース（Metaverse）／デジタルツイン（Digital Twin）等についても、
国際動向や国内企業等の標準化ニーズを⾒極め、TTC が⽇本国内の議論や連携、合意形成
の場として活⽤されるよう取り組みを推進する。

2.1.3 社会課題解決に向けたデジタル化の推進

誰もが ICT の利便を享受できる社会を⽬指し、社会課題を起点とした ICT の利活⽤等を
テーマに標準化活動を進める。

まずは気候変動等をテーマに有識者を集め、各社の課題やニーズを共有すると共に、横断
で検討すべきテーマや検討スコープについて意⾒交換を実施し、社会課題解決につながる
標準化活動の創出にむけて取り組む。

また、感染症拡⼤や⾃然災害等の⾮常時においても社会・経済機能を維持できる強靭性
（レジリエンス）やサイバーセキュリティを確保したデジタル社会の基盤構築から、障がい
者や⾼齢者、健康に配慮した ICT の利活⽤やアクセシビリティの向上、ジェンダー格差
解消や多様性の確保等、利⽤者視点に⽴った課題解決の取り組みまで、幅広い活動を⽀援
する。標準化格差解消（BSG: Bridging Standardization Gap）に向け、アジアのルーラル
エリアにおける ICT ニーズを踏まえた ICT 普及のための標準化活動に継続して取り組む。 

2.2 推進体制

企画戦略委員会を中⼼に、アドバイザリーグループ（AG: Advisory Group）と連携し、
各専⾨委員会の標準化活動の戦略を策定、実⾏する。また、標準化活動を効率的に実⾏する
ため、専⾨委員会及び各専⾨委員会の下で特定議題の議論や情報共有を⾏うサブワーキン
ググループ（SWG: Sub Working Group）、関連の専⾨委員会を横断するテーマを初期段階
で検討するアドホックグループ（AHG: Ad Hoc Group）等の設置や⾒直しを⾏う。さらに、
外部有識者を交えた研究会やワークショップ、セミナー等を通じて、戦略的な標準化活動の
ための情報収集や活動への新規参加の呼び掛けを推進する。

企画戦略委員会と専⾨委員会・AG の連携を密にし、企画戦略委員会での検討結果等を
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迅速に標準化活動へ反映するとともに、企業活動や学術研究等に資する連携へ展開する｡
企画戦略委員会、専⾨委員会、AG の連携機会として、これまで継続的に実施してきた拡⼤
形式の企画戦略委員会の場の活⽤のほか、AI 等の複数の専⾨委員会を跨る標準化テーマに
関し、専⾨委員会のニーズを踏まえ、議論の場を設け関係者による検討を推進する。

これらに加え、国内⼀体となった標準化活動の推進のため、国内の他の SDO を含む関連
団体・企業等とともに、複数の分野を跨る標準化テーマについても、組織横断で情報共有等
の連携を⾏う。また、デジュール標準だけでなく、各種フォーラム標準等に関する各種活動
等との連携を強化するとともに､オープンソースコミュニティ等との連携の在り⽅につい
ても検討を継続する｡

企業等の標準化活動が、標準策定だけでなく、分野横断的な活動を通じた新たな価値創出
等へ拡⼤、活動の⽬的が変化していることを受け、産業や技術分野を横断した取り組みが
⽋かせない協調領域において、産学官の橋渡し役として標準化活動を推進し、⽇本の産業の
国際競争⼒強化に貢献する。

WTSA-24 で採択された AI、次世代の標準化活動者の育成等に関する新たな決議に対し
て TTC は ITU-T の国内審議機関として引き続き対応する。

2.3 中期標準化戦略の策定と実⾏

国内外の標準化動向を踏まえ、２０２5 年度末に策定した中期標準化戦略､標準化計画を
基に､TTC 会員の要望と市場の需要に即応した標準化の⽬標達成に向け､計画的・体系的に
活動する｡また､２０２6 年度末までに、⼀年間の標準化活動を踏まえた次年度の中期標準化
戦略を策定する｡

中期標準化戦略の実⾏にあたっては、２０２6 年度の中間期に上期の活動の振り返りを
⾏い、企画戦略委員会を中⼼に各専⾨委員会・AG の活動上の課題の解決や取り組みの改善
を推進する。

2.4 国際標準化機関等の活動への貢献及び関係標準化機関等との連携

TTC として、以下のとおり、国際標準化機関等の活動への貢献や関係標準化機関等との
連携に継続的に取り組む。
(1)ITU-T については、WTSA-24(世界電気通信標準化総会)及び ITU-T TSAG(電気通信

標準化アドバイザリーグループ)における標準化課題や標準化体制に関する審議結果を、
TTC 標準化活動に反映させる。

(2)3GPP（Third Generation Partnership Project）の国際標準化活動において､プロジェク
トパートナーとして活動の円滑化を図るとともに､プロジェクトからのダウンストリー
ムによる TTC 標準等の制定を継続する。また、電波産業会（ARIB）とともに⽇本で開催
する３GPP 会合が円滑に⾏われるよう取り組む｡

(3)アジア・太平洋電気通信共同体(APT: Asia-Pacific Telecommunity)及び⽇中韓の連携を
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図る CJK 標準化会合等を通じ、地域連携に基づく国際標準化活動を推進する｡
(4)現在 ETSI(欧州)､IEEE､ITU､CCSA(中国)､TTA(韓国)、MTSFB(マレーシア)､TSDSI

(インド) 等との間で締結している MoU(Memorandum of Understanding)等を活⽤して
これらの機関・団体との間の連携活動を実施する。また､新しい標準化課題の推進に向け､
必要に応じて他の SDO 等との間で MoU を締結して標準化に関する取組みを推進する｡
 ETSI: European Telecommunications Standards Institute
 CCSA: China Communications Standards Association
 TTA: Telecommunications Technology Association
 MTSFB: Malaysian Technical Standards Forum Bhd
 TSDSI: Telecommunications Standards Development Society, India

(5)⽇本としてのグローバルな標準化活動や業際イノベーション活動等を効果的に推進する
ため､国内外の SDO や各種推進フォーラム等と連携・協調を図る｡また、⽇本の標準化
活動の基盤強化やプレゼンス向上等に資するよう、国際標準化会合等の⽇本での開催を
推進する。

2.5 標準化に関わる⼈材の育成

標準化領域の拡⼤に伴い、標準化に関わる⼈々は、技術者を中⼼とした標準化の専⾨家か
ら、経営層やコンサルタントを含む外部⼈材等に広がっており、ITU-T の FG 等において
も会員以外の者からの意⾒を反映する仕組みが導⼊され、マルチステークホルダ化が進展
している。このような状況に対し、欧⽶企業は、ルールメイキングをリードする国際標準化
活動を継続的に進めており、新興国も国際標準化会議での重要ポストを獲得する等積極的
に活動を展開している。

⼀⽅、⽇本では、標準化活動に関わる⼈材の減少や固定化が進んでおり、⽇本の産業の
発展、国際競争⼒の確保の観点から、標準化活動に携わる⼈材の育成・確保が急務となって
いる。

しかし、標準化⼈材に対する期待やニーズの⾼さに対して多くの⽇本企業においては
標準化⼈材の評価や管理、育成環境が⼗分に整備されていない状況にある。このことを踏ま
え、TTC は、標準化⼈材の類型化、標準化活動者の役割、業務遂⾏に必要な知識・スキル
等の整理・体系化にむけて、産官学の有識者の知⾒を得ながら、取り組んでいるところで
ある。

2026 年度は、政府の標準化⼈材育成に関する戦略を踏まえ、標準化⼈材に求められる
役割・知識・スキルを体系的に整理したスキルセットの企業や教育機関における活⽤を推進
することで、標準化⼈材育成基盤の構築を図る。また、それに基づく教育プログラムの作成・
実施を推進し、次世代標準化⼈材の育成に取り組む。

また、若⼿を対象として創設した「情報通信技術標準化奨励賞」の表彰や学会との連携等
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を通じて、グローバルな標準化活動に携わる有望な若⼿標準化⼈材の発掘や今後の更なる
活躍を促し、国内の標準化⼈材育成の充実に貢献する。

さらに、各専⾨委員会での委員の知識・技術向上等の取り組みや、標準化教育テキスト等
の配布、各種セミナーの開催、⼤学等での講演等、TTC で従来⾏ってきた継続的な活動に
ついても引き続き推進する。

3 分野横断的な活動を通じた新分野での活動の推進

業際イノベーション本部を TTC 会員・⾮会員を問わず参加できる分野横断的なプラット
フォームとして活⽤し、オープンイノベーションを通じた新たな価値創出を推進する｡
業際イノベーション本部での活動の中で得られた新たな標準化テーマについては、関連
する専⾨委員会等との連携を図り、標準化や標準の普及活動等を推進する。
(1)業界や技術分野を横断する取り組みによる新たな価値創出の事例研究等の活動の⽀援を

通じて、オープンイノベーションを促進する。
(2)TTC 会員以外でも参加可能な業際イノベーションワーキングパーティーを通じた分野

横断的な活動を推進する。他業種等と連携した標準化提案の前段階までの活動､制定され
た標準の普及活動、デジュール/フォーラム標準化の活性化のための活動を⽀援する。

(3)IIC(Industry IoT Consortium)等の業界横断的な ICT 利活⽤を推進する団体と連携し､
ICT の利便性向上や社会課題解決に向けた取り組み、分野横断的な標準化テーマの発掘
等を推進する。

4 標準化⼿続きへの公正性､中⽴性､透明性の確保､知的財産への配慮

(1)国内標準制定において､SDGs をめぐる国際的な議論に留意するとともに､公正性､
中⽴性､透明性を図り､広く会員内外からの意⾒､要望を取り⼊れる｡

(2)TTC における⼯業所有権の取り扱い等の諸課題の検討や標準必須特許に関する啓発
活動を引き続き⾏う。

5 TTC 標準等の普及、各種取り組みの広報活動の充実

5.1 セミナー等の開催

TTC 標準等の普及、新たな標準化テーマの発掘、新規活動者の呼び込み等を図るため、
関連団体等との共催も含め、セミナー等を開催する。セミナー等の開催に当たっては、開催
⽬的を明確にし、効率的かつ効果的な企画・運⽤を図るとともに、今後の TTC の活動に
資するよう参加者ニーズの把握等に努める。
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5.2 Web サイトや機関誌等による情報発信

TTC から外部に向けた情報発信のツールである TTC Web サイトの内容の充実化、適時
での情報発信、操作・閲覧性の向上等に継続的に取り組み、情報通信業界内外を含め、TTC
の活動に対する認知・理解の向上を図る。また、TTC 会員等に対して、TTC の活動状況や
イベント情報等を機関誌（TTC レポート）やメール配信を通じた情報発信を⾏い、情報の
共有を推進する。

5.3 関連団体への協⼒

関連団体が主催するセミナー等への後援・協賛、⼤学等各種機関での講演等、関連団体へ
の協⼒を⾏うことを通じて、これら団体との連携強化を図るとともに TTC の標準化活動の
裾野を拡⼤する。

6 事業活動の円滑化・効率化及び事業基盤の強化

(1)事業基盤の強化に向け､予算の効率的な使⽤や業務の⾒直し等に⼀層努めるととも
に、中⻑期的視野に⽴ち､プロモーション強化等､経営改善の取り組みを継続して推進
する｡

(2)TTC における事業活動の更なる円滑化・効率化を促進するため､AI を含む ICT の
⼀層の利活⽤を推進する。また、デジタル社会における様々な脅威から情報資産を
守るため、情報セキュリティ基本⽅針等に従い業務運営を⾏う。

(3)職員の能⼒向上研修や多様な⼈材の活⽤等を通じ､更なる標準化活動への貢献、
会員へのサービスの向上等に努める｡

(4)ワーク・ライフ・バランスの実現及び事務局運営の円滑化・効率化を促進するため､
職員の働き⽅改⾰や作業環境の改善を図る｡
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